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開議 午前１０時００分 

────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（西原 浩君） おはようございます。 

ただいまから３日目の会議を開きます。 

ただいま出席している議員は１６名であります。 

定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（西原 浩君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により議長において指名いたします。 

１番宮越議員。 

○１番（宮越正人君） はい。 

○議長（西原 浩君） ２番横田議員。 

○２番（横田保江君） はい。 

○議長（西原 浩君） ３番田村議員。 

○３番（田村秀男君） はい。 

○議長（西原 浩君） 以上３名を指名いたします。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２ 一般質問 

○議長（西原 浩君） 日程第２ 昨日に引き続き、一般質問を行います。 

 発言に入る前に申し上げます。 

 質問者は、質問内容を簡明に述べて、その範囲を超えないよう注意し、答弁者は、その

内容を的確に把握し、明快な答弁をされますようお願いします。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

 初めに、７番木嶋悦寛議員、質問者席にお着き願います。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） なお、質問は一問一答方式であります。 

○７番（木嶋悦寛君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

通告に従いまして、質問させていただきます。 

本日は、「新型コロナウイルス感染症の影響を含めた経済対策について」伺います。 

新型コロナウイルス感染症に関して、本年１０月３１日の緊急事態宣言解除後急激な感

染者の減少により、様々な制限も解除されるなどコロナ前の状況には戻らないまでも人流

や消費行動なども回復に向けての兆しが顕著になってきたと感じます。 

本町においてはポストコロナ、ウィズコロナに向けての経済対策としてプレミアム付き

商品券の販売や、べつかい宿泊割（クーポン付き）事業が実施されています。また商工会

飲食サービス業部会においても、別海町ふるさと納税で大人気となっている町の特産品が

当たるスタンプラリーも実施されております。 

ただ、南アフリカで発見された新型コロナウイルス感染症の新たな変異株オミクロンの
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感染拡大状況も気になるところで、感染流行の第６波も意識しながら、地域経済も活性化

させなくてはならないところです。 

そこで今回の経済対策についての検証や、今後の本質的な経済対策の展開について以下

の点について質問させていただきます。 

 １点目です。 

 プレミアム商品券事業に関して伺います。 

 今回は上乗せ率５０％の超プレミアム商品券と上乗せ率６０％の飲食応援券をそれぞれ

１冊５,０００円で販売されました。 

 １０月２日からの第１弾の販売では購入限度を１人２冊までとし、超プレミアム商品券

は販売総数２万３,０００冊のうち８,７２６冊で３７.９％、飲食応援券は販売総数   

３,６００冊のうち３,２０５冊の８９.０％を売上、販売第２弾となる１０月１３日では

購入限度冊数を変更し、それぞれ完売したことについては、１１月２６日開催の産業建設

常任委員会において調査され、提出された資料にも掲載されております。 

 プレミアム付き商品券事業については地域経済の活性化策として、コロナの影響以前か

ら行われてきた経済対策の一環です。当然地域経済活性化の有効性についてこれまでも議

論がされてきました。 

 今回のプレミアム商品券事業はこれまでで最も手厚い補助内容となっていることから、

今後の緊急的な経済対策の重要な指標になると考えます。 

 今後の経済対策に生かす事ができるよう早急に検証を行い、次に備えることが必要だと

考えますがいかがでしょうか。 

○産業振興部長（門脇芳則君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 産業振興部長。 

○産業振興部長（門脇芳則君） お答えいたします。 

 プレミアム付商品券事業につきましては、以前から消費喚起を促す経済対策や消費増税

時の低所得者及び子育て世代支援対策として実施してきました。 

 また、新型コロナウイルス感染症の蔓延による影響が大きかった昨年度においても経済

対策として実施し、地域商工業者への支援策として大きな効果があったところです。 

 本年度においても、昨年度より内容の拡充を図ったうえで、来年 1 月までを利用期間と

してプレミアム付商品券事業を実施している最中でございます。 

 補助金があるなしに関わらず、町が実施する事務事業については、当然ながらＰＤＣＡ

サイクルによる評価及び改善を実施する必要があり、現在、行われている事業において

も、来年２月末には事業が完了する予定となっていることから、事業完了後において検証

を行う予定としています。 

 以上でございます。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

２月に早々にもしていただけるということですが、その内容が重要じゃないかなという

ふうに思います。 

確かに事業化する中でのＰＤＣＡ中では一定の評価検証できると思うんですけど、これ

から経済対策として考えた時に、データをどのように活用するかっていうことだと思うん
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ですね。 

商工会では、要するに事業者から換金するためのデータが出てきます。 

どの店でどれだけ使われたかっていうことが出てきますし、それから、券を持ち込む時

にもそのデータがある程度あるということ。 

それで考えると、どのように商品券が使われているのかということは、そこから分かっ

てくると思うんですね。 

どのお店でどの程度使われているのかっていうことが分かってくると、おのずとそうし

た商品券の持っている特性がそこで見えてくるのかなというふうに考えますので、そうし

た ちょっと踏み込んだデータの活用ができるような取組、当然、個人情報とかそういう

ことにも配慮しながら、取り組めるんじゃないかと思いますがいかがでしょうか。 

○産業振興部長（門脇芳則君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 産業振興部長。 

○産業振興部長（門脇芳則君） お答えいたします。 

昨年度実施しましたプレミアム商品券事業におきまして、アンケート等をとりまして

データを回収しております。 

月別の売上高、それから換金率、業種別、地区別、それぞれ出しましてですね、特に去

年はバー、スナック関係での利用がかなり少なかったということで、スナック、バーに特

化した事業も盛り込んでおりますし、それを踏まえて今シーズン飲食応援券という別立て

をしてやっておりますので、そういう分析はしっかりしてですね、次につなげているもの

でございますので、今後においてもそういう分析をしっかりしてつなげたいというふうに

考えております。 

以上でございます。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

 町にとっても商工会にとっても非常に有効なデータであることは間違いないので、その

辺りをうまく共有して、地域経済の振興発展に生かしていただけたらと思います。 

 ２番目の質問です。 

プレミアム商品券事業が全町民を対象としている以上、販売の日程や時間帯、販売方法

に関しては多くの人が買い求めやすい設定をするべきと考えます。また周知方法について

は全戸配布される広報を活用する他、郵便局の配達地域指定郵便のサービスが利用できま

す。しかしながら新聞折り込みでは購読者が限られ公平とはいいがたい状況です。 

 今回の事業でもおおむね公平性を保つ取組がなされたかと思いますが、第２弾について

は周知方法や日程の設定、また、第１弾では１人２冊までとしたものが、第２弾でプレミ

アム商品券１人１０冊、飲食応援券１人５冊までとしたことなど、公平性に配慮を欠く取

り組みもあったのかと考えるところです。 

 町は事業主体者である別海町商工会とどのように連携し、プレミアム商品券事業に取り

組んだのかをお聞かせください。 

○産業振興部長（門脇芳則君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 産業振興部長。 

○産業振興部長（門脇芳則君） お答えいたします。 
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 本事業の実施に当たり、町と商工会で行った合同アンケートの調査結果を基に、商工会

と協議の上、新型コロナウイルス感染症による影響を受けた小売業及び飲食業等への経済

対策事業として、上乗せ率の設定や飲食応援券を加えるなど、事業内容を協議した中で取

り組んだところでございます。 

 商品券の販売に当たっては、希望する町民が購入できるように、昨年度の事業検証を基

に、販売総数や購入上限数などが設定され、販売開始日に関しては、広報べつかい９月号

で全町民に周知し、１０月２日から販売を行っています。 

 商品券の初回販売において、販売総数の約３８％しか販売できなかったことは、商工会

としても想定外であり、町民の関心が低いものと判断せざるを得ず、昨年度の販売でも、

第２弾の販売には相当苦慮したことから、２回目の販売での売れ残りの回避及び事業者へ

素早く支援が届くよう、予定の１人５冊を１人１０冊に変更し販売したところでございま

す。 

 商品券等の販売に当たり、町民からは様々な御意見が商工会だけではなく町にも届いて

いることから、寄せられた御意見を真摯に受け止め、今後の事業遂行に生かしていきたい

と考えているところでございます。 

 以上です。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

公平性を保つことは、この事業にとって一番大切なことではないかなというふうに考え

ます。 

そうしたところで、１１月２６日開催の第１３回産業建設常任委員会の中でのやりと

り、当然、議員も町民の方からたくさんの意見をいただいて、それを委員会の中で質問し

ております。 

その中でちょっと気になるところがあって、商工観光課としてこのプレミアム商品券事

業が、中小企業の下支え、商工業者に早くこのお金が届くことが第一義であるというよう

な内容の答弁がされてるんですね。 

ということは、早く期限までに早く売り切るっていうことが第一義であって、本来プレ

ミアム付商品券の持っている意味合いから、少しずれてしまっているんじゃないかという

ことが気になるところです。 

町長、改めてお聞きしますが、プレミアム商品券の意義と目的とは何なんでしょうか。 

○町長（曽根興三君） 議長。 

○議長（西原 浩君） 町長。 

○町長（曽根興三君） 目的は、今、議員がおっしゃったように、中小企業の購買促進を

図るということなんですけれども、それだけではありません。 

１つの事業を１つの目的だけで行うこともありますけれども、複数の効果を考えるのも

大きな重要なことですので、私は今回のプレミアム商品券については、もちろん中小企業

を助けるという意味合いは第一義ですけれども、もう一つは、やはり今回のコロナによっ

て低所得者方に影響が出ていると、そういう人達の購買を助けるというその福祉の面の一

環もあるべきだというふうに思っておりますので、最初２冊と決めたのは、できるだけそ

ういう町民の方々が、購入できる機会をつくるようにということで、第１回目を設定した

んですけれども、それはしっかりと広報誌に載せて、全町民が目につけるように配慮はし
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ました。 

それでも、３０何％しか売れなかったということで、このまま行った場合には、売れ残

るということも起こり得るのでないかなということを心配した担当者が、なるべく早く売

ろうというような意識で、１０冊というようにしたようですけれども、その日は並んでい

た人達、１回目は買えなかったけれども、２回目買おうと思って並んだんだけども、１人

１０冊ということで早目に売り切れてしまって買えなかったというような意見も寄せられ

ております。 

今回は、そういった販売方法の不適切の部分もしっかり検証して、この次行う場合に

は、できるだけ多くの町民に購買という意味と、もう一つはやっぱり所得が低減した人達

に対する支援という意味合いもしっかりとれるような、複合的な効果を目指して、事業を

進めていくべきだと考えておりますので、今回のことはしっかり反省し、次に生かしてい

きたいと考えております。 

以上です。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） それであればですね、なおさらこの事業の重要性というか、公平

性っていうのを担保するための取り組み方は必要じゃないかなというふうに考えます。 

今までは、商工会に対して補助金を出して、商工会が事業主体として担っていただくよ

うな形をとっておりましたけど、こうしたプレミアム部分というのはお金を配っている

と、言い方ちょっと悪いかもしれないですけど、それに近いような公共性の高いもの。 

税金を使ってしっかりと経済対策もしていく事業であるからこそ、町が事業主体となっ

て、必要な部分は委託として出していくと。 

そうした主体的に町が取り組むことが、私は必要だと思います。 

町長どうお考えでしょうか。 

○町長（曽根興三君） 議長。 

○議長（西原 浩君） 町長。 

○町長（曽根興三君） 町は、支援補助している事業は全て公共的事業です。 

それを全て町がやるということも、これまた職員の数も限られてますし、専門的な知識

も限られていますので、必ずしも町が直接やらなければならないというふうになるのかど

うか、そこら辺はやっぱりこれからも商工会、今回の件については商工会ともう少し詰め

なきゃならないんですけれども、商工会に対しても町は年間３,０００万円、その運営に

対して支援をしてます。これは、ほかの町村にはなかなかない支援です。 

そういった意味では、やはり商工会の組織にとっても、自分たちの会員の経営を助ける

というのも一つですけれども、それと同時にやっぱり町民の福祉に自分達も協力していこ

うやという考え方を持ってもらうことも大切なことだと思っておりますので、今回の一件

は、議員から言われる前に、私は商工会の幹部としっかりそのことは話しております。 

今後どうしていくかということについても、しっかりと、役場とそれから商工会の責任

者と話し合いをして、今後どういう方法が町民のそういう不満や意見が出てこない、本当

に納得してもらえるような方法とっていくことを、協議していかなきゃならないと思って

おりますし、そういう反省を踏まえて、次に行う時には、そこをしっかり詰めて取り組ん

でいきたいと考えております。 

必ずしも、その議員がおっしゃるように町が直接やればいいというのは、確かにそれも
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一つの案ですけれども、人員的な範囲だとか専門的な知識とかいろいろなことがあります

ので、その部分も含めてしっかり協議していきます。 

以上です。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） 今の話ですけど、町は事業主体となって、販売ですとかそれに付

随していろんな業種が出てくると思いますけど、それについては委託を行ったりとかして

やっていくことで、当然、町のほかの専門性を生かしたりだとかっていうこともできるで

しょうし、ただ、私が言っているのは、公平性を担保していくためにはどういった取り組

みが必要なのかっていうことで、大きな２億７,０００万からの事業になりますから、こ

うした取り組みについては、町が事業主体となって取り組むことで、福祉からいろんな面

を取り込みながら考えながらできるじゃないかなということですので、ぜひ御一考いただ

ければというふうに考えております。 

次の質問に移ります。 

３点目です。 

 新型コロナウイルス感染症の影響にとどまらず、地域経済の振興活性化は急務であ

ると考えます。 

 町内の企業が元気になることは、その従業員や家族にも大きな影響があることから、

中小企業振興策の点検と必要な施策の方向性を出すことが本質的で重要な取組みである

と考えます。 

 町では別海町中小企業振興基本条例に基づき審議会が設置され、中小企業振興検討会

議も開催されております。他にも別海町産業クラスター研究会や北海道中小企業家同友

会など、別海町商工会に限らず、地域企業との多くの接点を持っており、こうした繋が

りを生かし地域経済振興活性化に対する方向性を打ち出していくことが重要であり、

第７次総合計画での課題でも触れられていることから考えても、中長期の経済対策を

しっかりと打ち出していくことが本質的な取り組みになると考えます。 

町長の考えをお聞かせください。 

○町長（曽根興三君） 議長。 

○議長（西原 浩君） 町長。 

○町長（曽根興三君） お答えいたします。 

 本町は、全国第３位、６６８億円の農業産出額を誇っておりますし、漁業においても道

内有数の水揚げ額をもって、第一次産業としては、圧倒的に道内トップの生産基盤を持っ

ております。 

 総務省の発表によります全国市町村年収ランキングにおいても、全国約１,７００自治

体の中で、平成２９年には第６５位、そして令和２年には第１１２位となっており、道内

順位としては常に１０番以内に入っているというようなことで、経済的には豊かな町であ

るというふうには考えております。 

 このように恵まれた経済状況の中においても、昨年からの新型コロナウィルス感染症の

影響によりまして、地元商工業者も多大な影響を受けていることから、私は、コロナ禍に

よる廃業をできるだけ出さない、出させないとの思いから、手厚い各種経済支援策をとっ

てきました。 
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 業種によりますけど、影響の強弱やそれから業種による違い等々の情報をできるだけ収

集し、画一的なばらまき対策ではなくて、業種その他法人等に集中的に絞った政策も必要

であるという考え方で実施をしてきたところでございます。 

中長期の経済対策については、第７次別海町総合計画に掲げた主要施策を基本として、

金融、人材確保育成、起業等支援及び受注機会の拡大など、全道的に見ても他自治体よ

り１歩も２歩も進んだ事業に取り組んできたと自負しているところですけれども、今現在

実施している各種中小企業支援策また、２次、３次産業への支援策についても、経済情勢

を注視しながら、柔軟性を持って各種事業を取り組んでいきたいと考えております。 

御理解よろしくお願いします。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） 私が大切だと思う３つの事柄についてちょっとお話しさせていた

だきたいなと思います。 

対話、専門性、連携ということです。 

対話はやはり先ほど申し上げたように、いろんな事業者との接点はありますので、やは

りいろんな声を多方面から聴くという、町長は現場主義でありますから、当然そういうこ

とをされているのかなと思いますし、さらにそれを進めていく、全職員に対してそうした

現場主義、いろんな人達の声を聴くということを進めていただけたらなというふうに思い

ます。 

それから専門性については、以前京大の岡田教授それから釧路公立大の佐野センター長

など、経済分析に関わっていただいた方がいらっしゃいます。 

そうした専門性のある人達との連携をやっぱり継続して行い、今中途半端になっている

産業連関表の取組ですとか、そういうのも進めていただけたらたというふうに考えており

ます。 

最後はやっぱり連携です。 

連携は、経済自体はやはり自然であったりだとか、福祉であったりだとかいろんなもの

の下支えの中で、経済というのは成り立っているんだろうなと思いますので、そこをうま

く連携して、みんながよくなるような取組をしていただけたらと思います。 

改めて、町長に今の話について、御答弁があればいただきたいなというふうに思いま

す。 

○町長（曽根興三君） 議長。 

○議長（西原 浩君） 町長。 

○町長（曽根興三君） ３つの重要な課題ということで対話、専門性、連携というお言葉

でしたけれども、私はまさにその通りだと思います。 

対話は大変重要です。 

特に経済は、公的機関がこうすれああすれというのではなくて、やはり経済人が自らこ

うしたいとああしたいという、創造性、企画力、そういうもの持って提案していただき、

それを行政がしっかりと支えていくという体制も必要だと考えております。 

特にそういった意味では、その専門性という部分ではなかなか行政職員だけでは、足り

ない部分がいっぱいありますので、もちろんその学者とか、それから、経済界のいろいろ

な知識人というような方々との連携は大変必要なことだと思っておりますので、今後もそ

ういった研修事業等を進めていきたいと考えております。 
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また、先ほど私、一つの事業は単にその経済的なものだけではなくて、やはり福祉事業

の意味も含めて、複数、複合的な要素を持って事業取り組んでいくことが大切だというよ

うな答弁をしましたけれども、まさに連携というのは、うちの町の中で言われる一番大事

なことだと思っております。 

一次産業は全道一の生産力を上げておりますけれども、それが必ずしも地元の商工業に

落ちているかということについては、大変危惧している課題でもあり、やはり生産者の

方々と、そして、それを販売加工する一次産業、二次産業、三次産業のそれぞれの連携

があってこそ、町全体の経済が潤うことになるというふうに考えております。 

そういった意味も含めて、やっぱり第７次の計画の中にも、そのことをしっかりと踏ま

えて、私が先頭となって職員一丸となり、取り組んでいきたいというふうに考えておりま

すので、議員に御指摘のような３点は私も大変重要なものと認識しておりますので、これ

からも努めていきたいと考えております。 

以上です。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

○議長（西原 浩君） ７番木嶋議員。 

○７番（木嶋悦寛君） はい。 

今、本当に経済が大変なことになっております。 

どんなことが起こっても揺るぎない基盤をつくっていくことが必要であり、大切なこと

だと思いますので、町長、力強いお言葉いただきましたので、ぜひよろしくお願いしたい

と思います。 

これをもちまして、私の一般質問を終わります。 

○議長（西原 浩君） 以上で、７番木嶋悦寛議員の一般質問を終わります。 

 ここで１０分間休憩いたします。 

午前１０時２９分 休憩 

────────────── 

午前１０時３７分 再開 

○議長（西原 浩君） 休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。 

 次に、１１番瀧川榮子議員、質問者席にお着き願います。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） なお、質問は一問一答方式であります。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

通告に従いまして、質問させていただきます。 

別海町のＵＩＪターンの現状についてです。 

 別海町の人口は住民基本台帳では平成元年が１万８,７２７人。令和元年には１万  

５,００６人となり３１年の間に３,７２１人減少しています。外国人の方もおられ流動的

な部分もありますが、人口の減少は止まりません。別海町の魅力発信に努め、人口減少を

食い止めるために努力されていると考え、２点質問いたします。 

 １点目、出生率が高いとされる別海町でも、人口減少は続いています。北海道ではＵＩ

Ｊターン新規就業支援事業を実施しています。別海町でも「お試し移住（ちょっと暮ら

し）」の実施を検討し住宅の改修も議会で報告されています。 
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 別海町オンライン移住相談の申し込みへの現状についてお聞きします。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） 現状ということですので、私の方からお答えさせてい

ただきます。 

 本町ではこれまで、電話やメールのほか、首都圏で開催される移住相談イベントへの出

展の方を通して、移住希望者からの移住相談に応じてきたところですけれども、近年、新

型コロナウイルス感染症拡大に伴いまして、会場を利用した移住相談イベントの開催中止

が相次ぐ中、一部のイベントにおきましては、開催方法を対面形式の方からオンライン形

式の方に切り替えるなど、移住相談の態様が全国的に大きく変化しつつあります。 

 このことを受けまして、本町におきましても、令和２年度以降、オンライン移住相談イ

ベントに３回出展するとともに、移住希望者への新たなアプローチといたしまして、大規

模イベントに限らず、いつでも気軽に移住相談ができるよう町ホームページにおいて、令

和２年１１月からオンライン移住相談の受付を開始したところです。 

 オンラインを活用しました令和２年度及び３年度の移住相談者数は、オンラインのイベ

ントの方で４組５名、オンラインの移住相談の方で１組２名、合計で５組７名となってお

ります。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 そのオンライン移住相談の申込みっていうことで、ホームページの中に載っているのを

見ることができるんですけれども、５組の方のうち、別海町で住んでみたいとか、お試し

でこちらに来てみたいというようなそういう感触のある方はいらっしゃるんでしょうか。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） お答えいたします。 

町の独自のオンライン相談の方で申し込まれた方は、１組２名の方だったんですけれど

も、その方につきましては、相談内容が中標津の方に就職が決まって、お住まいの方を探

しているけれどもという相談内容でございました。 

その後ですね、いろいろ不動産屋さんとかの相談、斡旋とかもいたしたんですけれど

も、ちょっと追跡調査まではしていませんので、その後別海町に住まわれたかどうかは、

把握できないところなんですけれども、オンラインを除きまして、例えば電話相談ですと

かメール相談の方も受け付けているんですけれども、そちらの中で、令和２年度に相談を

初めてされた方で、そして令和３年度に入ってからも、改めて相談をしていただいた方が

ですね、１名別海町の方に移住したというお話は来ておりまして、役場の方にもその方は

顔を出してくれております。 

現状はそういうところです。 

以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） そうしましたら、役場の方と電話とかメールで相談したり、オ
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ンラインで相談しながらということなんですけれども、本州からとかいろんなところから

自分が住みたいところをいろいろ探しながら来ているので、別海町だけっていうことでは

きっとないのではないかと思うんですね。 

それで、移住に結びつかなかった場合、役場の中で、どんなふうにして改善していけ

ば、移住に結びつくであろうかというような、改善点とかヒントの積み重ね、今後に生か

していけるようなことについて、役場の中では話し合われているのかどうかについてお伺

いします。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） 移住相談の全般的な傾向といいますか、その相談内容

の全体的な傾向なんですけれども、まず比較的多いのがやはり住まいのことですとか、お

仕事のこと、それと併せまして、別海町の移住施策、移住者に対する支援施策というもの

も、相談の中では結構な割合を占めておりますので、これらがやはりこう一体となって、

連携して進めていかなければ、なかなかこう一つ一つのポイントが進んでいたとしても、

そこの横のつながりがなければ、なかなか移住には結びついていかないのかなという感覚

は持っております。 

その辺のプロモーション、個別のプロモーションを進めても、ほかのものが連携しなけ

れば空振りなってしまうなという感覚はあります。 

よってですね、総合政策課の方で今、こちらの方の対策の方を考えているんですけれど

も、課の中では、今のところ、これらの連携を強化することがまず、何より重要だという

課題の方は、課の中の方では共有しておりますので、早急に連携の方に向けた取組につい

ては、進めたいと今考えているところです。 

以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） 町のホームページでお試し移住っていうのがあって、実施検討

中というふうにして載っています。 

町長の行政執行方針の中では、旧職員住宅を活用した移住体験施設整備を行って、コロ

ナ終息後に備えた移住体験希望者の受け皿となる体制を整えますっていうことでした。 

こう書いてあるんですけれども、コロナ終息はまだ見えてはいないんですけれども、ど

こまでお試し住宅の施設整備が進んでいるのかどうかについてお伺いします。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（寺尾真太郎君） お試し移住住宅につきましては、建物も外構の工事の

方も今年度完了しておりまして、先日、総務文教常任委員会の委員さんの皆様にも見学を

していただいたところです。 

それで、今年中にですね、この１２月末日までにお試し移住住宅の取扱いというか、運用

の要綱の方を内部の方で定めまして、翌年１月１日から、要するに３カ月前から申し込み

をするという体制で進みたいと考えておりますので、１月１日に要綱の方を施行させても

らって、４月１日から実際に移住者を受け入れるという、今、その事務の準備に取りか

かっているところでございます。 

以上です。 
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○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 もう本当に進んでいるっていうことで、町のホームページを見るとまだ検討中というよ

うなことで、どうなってるんだろう、まだなのかなっというところしか見えてきません。 

ですので、内部の写真の公開なども含めて、完成しているんだよっていうことで、情報を

広く公開していただきたいと考えます。 

それと、移住するには職場とか学校とか住むところとか、本当に大切になってくるんで

すけれども、空き家や空き地バンク制度っていうのが羅臼町であるんですね。 

交渉契約は当事者間で直接連絡を取り合うっていうことなんですけれども、その情報

提供は役場でしますよっていうようなことが取り決めの中にあって進んでいるようです。 

別海町にもたくさん空き家あるんですけれども、借りたくても町内の人でさえ情報をつ

かむことができないっていうことで、私の知人も別海に住みたいし、仕事の関係で別海

にっていうことなんですけれども、結局町外に出ていくことにならざるを得なかったんで

すね。 

ですので、ＵＩＪターン以外にもアピールできるっていうこともあるので、別海町とし

て、空き家などの情報提供っていうのをする仕組みづくりっていうようなことについては

考えられないでしょうか。 

○議長（西原 浩君） 瀧川議員、空き家に関しては、ちょっと内容が大分変わってきて

いるんで、次の質問の方に移ってください。 

○１１番（瀧川榮子君） はい、わかりました。 

 別海高校を卒業する若者へ町として、卒業後Ｕターンし定住する事へのアピール。 

 町長としての若者に向けたＵターン者受け入れへの意欲についてお聞きします。 

○総務部長（浦山吉人君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総務部長。 

○総務部長（浦山吉人君） お答えします。 

 卒業した別海高校生が進学し、別海町に帰ってきたいと感じてもらうためには、Ｕター

ンに関する各種助成制度の検討もさることながら、ふるさと別海町への郷土愛をより強く

抱いてもらえるよう、高校在学中から、行政をはじめ地域社会とのつながりを深める取組

を進めることも重要な施策の１つであると考えております。 

 現在の町と別海高校生との関わりは、別海高等学校教育支援事業による各種助成の充実

が挙げられますけれども、これは、高校生一人一人にとっては、どちらかと言えば、高校

生活に必要なサービスを高校や家庭を経由して「受ける」という、受動的かつ間接的な関

わりとなっております。 

 今後につきましては、高校生が思い描くようなアイデアをまちづくりに反映をさせられ

る、受動的なものばかりではなく、能動的かつ直接的な関わりを持てる仕組みづくりを進

めたいというふうに考えているところでございます。 

 行政をはじめ地域社会と一緒に、ふるさと別海の未来を考え思うことが、郷土愛を深

め、Ｕターン定住につながるものと考えています。 

 併せて、Ｕターン者などに対する各種助成制度を設けることで、相乗効果が生まれるも

のと期待できることから、現在、その制度設計についても調査研究等をしているところ

でございます。 
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 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 高校生が考えるアイデアっていうのは本当にいいことだと思います。 

 自分達が考えたアイデアが生きている町に学んだ後また帰ってきて、そして自分達の町

を再度つくり上げていくっていうことですので、ぜひ、きちんと進めていただきたいです

し、Ｕターン者へのその支援策も充実をさせていただきたいと考えます。 

次の質問に移ります。 

「貸付型奨学金と給付型奨学金について」。 

 別海町では給付型奨学金と貸付型奨学金があります。給付型奨学金は別海町に不足する

医療関係技術員の養成をはかり、町民の保健福祉医療の向上に資するため、本町に必要な

技術を習得する修学生に対し、奨学資金を支給することを目的としています。 

 また、貸付型奨学金は別海町の振興と発展に役立つ有能な人材の養成と、その充実を図

るため、経済的理由によって修学困難な者に対し、奨学資金を貸与することを目的として

います。 

 自治体として独自で給付型奨学金を実施している別海町は、人材確保が重要だったとは

言え先進的な取組みを行ってきたと言えます。しかし、この人材確保は保健福祉医療に限

られたものであり、門戸は広くありません。 

 貸付型給付型それぞれ特徴を持つ奨学金に関連した内容について、６点質問させてい 

ただきます。 

 １点目、以前、町が行った高校生へのアンケート調査結果の中で、別海町が好きだと答

えた生徒が多くいました。町を離れ学び終えそして働き、その後別海町の良さを再確認し

てＵターンする若者もいるに違いありません。貸付型奨学金を利用した若者が別海町に戻

り、就職する現状があるかどうかについて把握されていますか。 

○学校教育課長（池田卓也君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（池田卓也君） お答えします。 

 奨学資金貸付制度を利用した方が本町に戻り、就職した人数につきましては、貸付終了

時点における平成２８年度からの情報となりますが、平成２８年度から令和元年度までは

毎年１人で、令和２年及び３年度につきましては各２人となっております。 

 Ｕターンの割合では、８％から２２％となっており、卒業後の主な職種については、公

務員や幼稚園学校教諭となっております。 

 なお、学校教諭につきましては、希望しても本町に配属されない場合があり、支店や営

業所が多数ある企業等によっては、別海町に就職したくてもできない場合があると考えま

す。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 以前聞いた時には、ちょっと把握できてないということだったんですけれども、少しず
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つ帰ってきているなというのを感じます。 

でも、もっと帰ってきて欲しいなっていうのが、町民の願いだと思います。 

２つ目の質問に移ります。 

 貸付型奨学金は、給付型奨学金と資格が重なる大学、専門学校もありますが、給付型奨

学金よりも門戸は広がっています。貸付型奨学金は医療や福祉の学びだけでなく様々な技

術を身に付ける学びの機会に恵まれているといえるのではないでしょうか。 

 目的は別海町の振興と発展に役立つ有能な人材の養成とその充実を図るとされており、

その目的の中には別海に帰ってきてほしいという思いが込められていると考えますがい 

がいかがでしょうか。 

○教育部長（山田一志君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 教育部長。 

○教育部長（山田一志君） お答えいたします。 

 奨学資金貸付制度においては、医科大学または教員養成大学、特殊な教育または専門教

育の学校、看護看護師養成所、その他大学等に在学する方々の経済的な理由による支援

として、奨学資金を貸付しております。 

 本制度につきましては、主たる目的が経済的に困っている方への支援であり、給付型奨

学金制度とは異なり、Ｕターンについて促す制度ではありませんので、今後も多くの方に

学ぶ機会を提供できればというふうに考えております。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 子供たちを送り出す親御さんは、もう別海町に帰ってこなくてもいいんだよって言って

送り出すんだっていうのを送り出した親御さんから聞いたことがあります。 

残念だなと思ったんですけれども、この貸付型の奨学金では、経済的理由によって就学

困難な人に貸しているので、帰ってきてくれというようなことを重要視しているのではな

いというふうに、答弁があったんですけれども、この条例の目的の中には、本町の振興と

発展に役立つ有能な人材の養成っていうふうにして目的の中にあるので、本町の発展と振

興に役立つということは帰ってきてほしいという願いがこもっているのだと、私は解釈し

てたわけなんですね。 

そこのところは、どういうふうに理解すればいいのかなと思うんですけれども、どうな

んでしょうか。 

○教育部長（山田一志君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 教育部長。 

○教育部長（山田一志君） 今の議員おっしゃるとおり、本町の振興発展のことは確かに

規定されております。 

ただ、町の振興発展っていう観点で物事を考えた時にですね、直接別海町に帰って働く

ことが、それは一つの振興発展だというふうにも言えると思うんですね。 

ただ、この町に住んでなくても、別海町のことを思って、いろいろそれぞれの地で活躍

するということも、これ一つ振興発展につながるというふうに私は考えております。 

以上です。 

○町長（曽根興三君） 議長。 
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○議長（西原 浩君） 町長。 

○町長（曽根興三君） 今、教育部長の答弁ですけど、ちょっと足りなかった部分で私が

答えます。 

別海町の地域振興、育った子供のことではないんですよ。 

親がここで教育をする、その教育をする中で、子供の教育費がかかるところを、奨学資

金を貸し付けることによって、ここで子育てができる。それも大きなうちの町の発展で

す。 

これは、子育て世代、それを応援する一つの政策だと考えれば、別に矛盾はしてないと

思っておりますので。 

瀧川議員がどう考えるかは、どう御理解されるかわかりませんけれども、そういう意味

も含めているということで、もちろん戻ってきてほしいと思いはありますけれども、それ

が条件というわけではないというふうに御理解ください。 

以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい、今町長の答弁がありました。 

あの、親を援助していくっていうことなんですけど、結局お金を返していくのは子供た

ちっていうことで、親だけがよかったっていうことでもないのではないかなと思います。 

３点目に移ります。 

 まだまだコロナ禍にあり、学ぶことも働く事も、平凡な日常生活を送る事でさえ困難

な若者が増え、生活用品配布の場所には多く学生の並ぶ姿が映し出されています。 

 就職後も奨学金の返済が１年間据え置き後とは言え待っており、厳しい状況が続く可 

能性があると考えますがどのような認識をお持ちですか。 

○教育部長（山田一志君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 教育部長。 

○教育部長（山田一志君） お答えします。 

 本制度における貸付金の償還につきましては、本人の生活に支障がないよう、学校を卒

業後１年間据置しまして、５年間の均等償還としており、特に必要と認めたときは、据置

期間及び償還期間の延長をすることができるようになっております。 

 また、災害等により著しい損害を受け、生活困窮の状態にあり、その年度の償還金の納

入が不可能と認められるときについては、減免することができるというふうにもなってお

ります。 

 いずれにしましても、償還が困難な場合には、今までも相談を受け個別に対応をしてお

ります。 

今後も様々なケースへの対応が求められるということも想定されますので、これからも

償還者本人の生活に大きな支障が出ないよう対応をしていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 以前からお聞きしていました、返済する、償還する人達のことを考えて、様々な対策を
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とっておられるっていうことが継続されているっていうことを確認しました。 

次の質問に移ります。 

 様々な自治体で貸付型奨学金を利用した若者がその自治体で就職した場合、奨学金の償

還を支援する制度を作っています。直近では羅臼町で令和４年度から始めます。別海町で

は給付型奨学金があり、貸付型奨学金の返還は無利子であることから、返還免除の考えは

ないと令和２年度決算審査特別委員会で答弁されています。しかし、帰町し定住したい意

向のある若者にとって、返還免除ではなくとも、返還支援は別海町へ帰ってくる大きな引

力になると考えます。 

 奨学金返還支援への方向へのお考えについてお聞きします。 

○教育部長（山田一志君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 教育部長。 

○教育部長（山田一志君） お答えいたします。 

 奨学資金貸付制度による償還につきましては、先ほどお答えしたとおり、無利子や１年

間の据置等の優遇措置を行っております。 

 今回御質問にあります、羅臼町の奨学金支援事業は、様々な奨学金を対象に、人材の確

保と町内への定住促進を図ることを目的としており、経済的な理由による修学困難者への

支援が目的の奨学資金貸付制度との直接的な比較は難しいのかなというふうに考えており

ます。 

 羅臼町をはじめとする自治体が行う定住等を目的とした支援事業につきましては、Ｕ

ターン者のみならず、全国の求職者が就職先として選定する上での条件の一つになりうる

と考えますが、人材確保、定着には未来を見据えた魅力あるまちづくりと併せて推進する

必要があるというふうに考えております。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 貸付型奨学金というのは、別海町に戻ってきてほしい、定住してほしいっていうそうい

う奨学金とはまたちょっと違う、考え方とは違うんですよっていうことで、現在のままの

形で進んでいくっていうことだと思うんですけれども、別海町に帰ってくる若者達も、支

援していくっていうことを先ほどおっしゃってたんですけれども、どんな職業でも人材育

成には時間がかかるし、人材が留まってくれることは、別海町にとってもいいことなの

で、低所得者だけの奨学金、貸付型だっていうことだけで考えていくっていうのは、

ちょっとこれから方向性を変えてみてもいいのではないかなと思うんですけれども、どう

なんでしょうか。 

○総務部長（浦山吉人君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総務部長。 

○総務部長（浦山吉人君） はい。 

 先ほど私の方で、別海高校生のＵターンに関する今後の制度設計のことも少し述べまし

たので、それも含めまして、今の奨学資金との絡みで若干申し上げたいと思います。 

 先ほど来、教育部長の方で説明もしていますけれども、貸付型奨学資金は決して帰って

くるということを拒んでいるというものではないですので、もちろんそのことも含めて、

いろんな可能性を持った子供たちが、経済的な理由で勉学に励むことが困難だということ
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については、やはりそれは解消しなければいけないというような形で進めているのが第一

義で、それを貸付けを受けた方が別海町に戻ってくるという選択をするのは、当然歓迎す

るべきものでありますので、片方に寄せた方の考え方ばかりではないということをまず御

理解いただいた上で申し上げておきたいと思うんですけれども、先ほど、今後、別海高校

生が別海町に魅力を感じて、Ｕターンしてくれるような、将来的ないろいろなものを制度

設計していくというようなことを述べさせていただきましたけれども、瀧川議員がおっ

しゃられたように、奨学資金の貸付けに対する支援を行っているという自治体ももちろん

ございます。 

また、Ｕターンを行ってくれるということで、移住をされる方に対しての支援っていう

ものに取り組んでいる自治体もいろいろ見受けられるところでございます。 

それらの形っていうのは、国のまちひとしごと創生本部の制度としても、いろいろ

制度設計をされて、取組事例というのもいろいろあるというふうに私どもも認識しており

ますので、そういうものを別海高校生がＵターンする場合の制度設計、あるいは奨学資金

の貸付けを受けた方が結果として別海町に戻ってくるという選択をした場合に、それを何

か支援する制度というものも含めた中でですね、まちづくりの施策として、今後併せて制

度設計っていうものを進めていきたいということを視野に置いておりますので、御理解い

ただければというふうに思います。 

以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

制度設計が、視野に入っているっていうことをお聞きしましたので、次の質問に移りま

す。 

 給付型奨学金を利用した場合、全員が就職出来る状況にあるのでしょうか。 

 就職希望があるのに受け入れ出来なかった場合と、自己都合によって就職できなかった

学生との、お金を返すときの利率に違いがあるのかどうかお伺いします。 

○総務部長（浦山吉人君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総務部長。 

○総務部長（浦山吉人君） 支給を受けた奨学生は、卒業後５年以上、本町の公的機関の

ほか、町内の民間保険医療機関及び介護保険事業所へ就業の義務を有しているということ

になります。 

 医療現場等の人手不足が、本町だけではなく全国的に課題となっているところではあり

ますけれども、本町での就職については、支給開始から卒業までの中で、町であったり、

あるいは民間の保険医療機関等における様々な状況、求職に対する様々な状況ですけれど

も、必要となる人数、職種も変動していくことから、奨学資金受給者の卒業時点における

該当職種の公募を必ずしも保障しているものではありません。 

 このことから、申請希望者への説明の時点では、本町では貸付型と支給型の奨学資金が

あること、先ほど来の話になりますけれども、貸付型については決して町に戻ってくるこ

とを第一義にしているものではありませんので、そういう貸付型と、あと本町に戻ってく

ることを義務としている支給型の両方の奨学資金があるということ、それから該当する職

種の公募を必ずしも保障しているというものではないということについて説明をしっかり

と行い、制度を理解していただいた上で、申請を受けている状況でございます。 
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 なお、返還に係る取扱いの違いにつきましては、自己都合により就職しない場合は、支

給をした奨学資金元金と利子相当額を合わせた額の返還が必要となり、就職希望があるに

もかかわらず就職できないため義務を履行することができない方については、支給した奨

学資金の元金のみを返還していただくことに制度としてなっているところでございます。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

給付型の奨学金で、就職希望したけれども受け入れることができなかったっていうこと

は、この中にも利子免除ができるっていうことが、施行規則の中に書いてありますので、

そうなんだなと思うんですけれども、自ら就職しなかった人っていうのは、利率、給付型

の条例に書いてあるとおり、年利７.５％ということで確認してよろしいのでしょうか。 

○議長（西原 浩君） もう次の質問の内容になってるんだけど。 

○１１番（瀧川榮子君） すみません。 

 はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

 ６番目に移ります。 

 貸付型奨学金では返還金は無利子となっています。それに引き換え給付型奨学金では返

還することになった場合年率７.５％となっています。これは、現在の金利を考えてもと

ても高い利率であり、１度に返還出来ない人にとって継続して利率を上乗せしての返還は

大きな足かせになると考えます。 

 利率を低くするという考えについてお聞きします。 

○総務部長（浦山吉人君） はい、議長。 

○議長（西原 浩君） 総務部長。 

○総務部長（浦山吉人君） お答えいたします。 

 奨学資金の支給を受けた奨学生は、先ほどお答えしたとおり、卒業後５年以上の就職義

務を果たすことを条件に支給をしているものとなり、返還が必要となるのは、あくまで自

分の意思により就職しないということを選択した場合、または就職の意思があるにもかか

わらず該当する職種の公募がないということによって、就職義務を履行できない場合のみ

となります。 

 また、おっしゃられる利子相当額分を上乗せして返還が必要な場合というのは、自らの

意思により就職義務を果たさない場合のみとなり、自分の意思によらず就職できない場合

は、元金のみの返還となるところです。 

 この奨学資金につきましては、返還を前提に支給しているものではなく、返還はあくま

でも義務を履行しない場合の対応であり、利子相当額についても、違約金的な要素を含ん

だものであることから、一般的な貸付金利等の利率とは異なる性質のものとして、一定程

度の率の確保は必要なものと考えているところでございます。 

 以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） 一定程度の利率は必要ということなんですけれども、この 
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７.５％っていうのは、やはり高いという感覚を持ちます。 

貸付型奨学金の場合でしたら、年ごとにその利率の変動っていうですか、変化させたり

しているんですけれども、別海町のこの７.５％っていうのは、給付型の場合ですね、自

分の意思によって就業しなかった、履行できなかったという人に対して課せられるってい

うものなんですけれども、この金利っていうのは、この条例が定まった時からずっと同じ

利率で行っているのでしょうか。 

途中で変更されたりしたことがあるのか、お聞きします。 

○総務部長（浦山吉人君） はい。 

○議長（西原 浩君） 総務部長。 

○総務部長（浦山吉人君） お答えいたします。 

この給付型の支給型の、奨学金の条例については、昭和４４年６月２０日に条例を制定

しておりますけれども、その当時の条例では、条例第１０条において、年９.６％の割合

を乗じて計算した金額に相当する違約金額を合わせてというふうに、はっきり違約金とい

う文言を用いて償還しなければならないということで、明記していたものでございます。 

それから、何度か条例改正は繰り返しておりますけれども、現在の条例の部分では別に

定める利子相当額ということで、規則の方で７.５％というふうに改正をしているんです

けれども、今の年率７.５％というのは、昭和５１年１月の規則の制定時において定めた

金利ということになっているところでございます。 

以上です。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

昭和５１年といえば、バブルの頃…とは違うか。 

とにかく、５１年から変わっていないということなんですね。 

今貯金してもなかなか利子はついたのかつかないのかっていうような感じなんですけれ

ども、５１年から利率について改正してないということであれば、そろそろ金利を変更す

る、下げていくということを検討する時期ではないかと思うんですが、いかがでしょう

か。 

○副町長（佐藤次春君） 議長。 

○議長（西原 浩君） 副町長。 

○副町長（佐藤次春君） 私の方から、少し今までのことも答弁の補足も含めてちょっと

回答したいと思いますけれども、今、直接的に聞かれております７.５％利子相当額とい

うのは、総務部長も説明しましたとおり、この７.５％の利子相当額を、町長は加算して

返還させることができるという、できる規定なんですね。 

一番最初に条例ができました時は、違約金という要素があるということもきちっと条例

の中にうたい込んでいたもんですから、いわゆる利子の部分と違約金的な要素を加えて

９.何％とかという決め方をしてスタートしたものだというふうに想定をされるんです

が。 

今現在も、いわゆる給付型と言われている奨学資金の利子相当額については、いろいろ

な市町村で条例等もっていますけれども、やはり、はっきりと違約金的な要素も含めて 

１１％というふうなところもありますし、あるいは今、瀧川議員がおっしゃっているの

は、利息相当額のことを言っているんだと思うんですが、利息というのは１.５％で貸し
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てくれる金融機関があったら、どうぞ１.５％で借りてもいいですよということですよ

ね。 

町としましては、もし就職してくるのであれば、利息も元金も免除して、こういう制度

があるのでぜひ活用してくださいということを説明して、了解してもらって、貸付けてい

るということになりますね。 

特に医師は、月額１０万円ということになってます。 

ですから、年間１２０万で６年間とかなりますと、すごい大きな金額なんですけどね。 

それをずっと支給しておいて、来年就職予定ですという時に、悪質な対応で就職できな

いというような方々も今までの例があったんですね。 

それは、きちっと契約に基づくところの元金と利子相当額は償還してもらわなければ、

町にとっては予定していた医師の確保ができなくなったわけですから、新しい医師を確保

するためには大変な労力があったり、また、金銭的な負担もかかったりということも過去

にはあったわけですね。 

ですから、昭和５１年から見直しをしていないというのは、結果的には７.５っていう

のは変わっていませんけども、そういう違約金的な要素があることと、一般的な金融機関

でお金を借りた時のいわゆる利子とそれら両方兼ね備えた内容ということで考えておりま

すので、その７.５％が適切なのかどうなのかということは、今後検証しながら、場合に

よっては見直すことも検討していきたいと思いますが、要素としてはそういう要素が含

まってるっていうことを、理解していただきたいというふうに思うんですね。 

過去におきましては、いろいろ理由で就職予定の方が、急遽別海町で勤務できないとい

うような方もおりましたけども、それはその理由ですとか内容によっては、７.５％の利

子相当分というのを上乗せしないで、元金だけ返していただいたというケースもあります

ので、何が何でもその７.５％の利子相当額をつけて返還させているというわけではあり

ませんので、その辺は御理解をいただきたいと思います。 

もう一つ、先ほど来、貸付制度の奨学金と、いわゆる給付型ということでおっしゃって

ますけれども、この給付型の奨学資金制度についてもですね、やはりその時の社会情勢で

すとか、その社会の構造だとかを考えながらですね、見直しはしてきているんですね。 

もともと、役場に、公共的な施設に勤務するという方々を対象にして、農林漁業の専門

職員とか、そういう方々も入っておりましたし、いわゆる看護師等を中心に奨学資金制度

が運用されておりましたけれどもね。 

その後、民間の施設で働く場合でも認めましょうとですとか、御存じのとおり介護福祉

士でも認めましょうというような見直しを適切にされてきたというふうに考えておりま

す。 

その時その時に求められているその地域の人材というものを、今後も、先ほど総務部長

が言ったように、Ｕターンの方々に対する施策と併せて、必要であれば、その職種を増や

していったり、見直しをしていくということは必要なんだろうというふうに思っています

ので、ぜひ御理解をいただきたいというふうに思います。 

○１１番（瀧川榮子君） はい。 

○議長（西原 浩君） １１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） さまざまなことが検討されて、そして職種も追加されたりして

いくっていうことで、これからも、１１％のところもあるということでしたけれども、検

討もあり得るということでしたので、最低限のところかなと思いながら聞いていました
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が、よろしくお願いしたいと思います。 

それと、先ほど副町長が言われました医師への給付型奨学金１カ月１０万円は２０万円

だと認識していますので、こちらですいません。訂正させていただきます。 

これで質問を終わらせていただきます。 

○議長（西原 浩君） 以上で、１１番瀧川榮子議員の一般質問を終わります。 

 これで一般質問を終わります。 

──────────────────────────────── 

◎散会宣言 

○議長（西原 浩君） ここでお諮りします。 

 特別委員会及び常任委員会開催のため、本日午後からと明日１６日を休会にしたいと思

います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（西原 浩君） 異議なしと認めます。 

 したがって、本日午後からと明日１６日を休会にすることに決定いたしました。 

──────────────────────────────── 

◎散会宣言 

○議長（西原 浩君） 以上で、本日の日程は、全て終了いたしました。 

本日は、これで散会いたします。 

なお、本日午後からは予算決算審査特別委員会を午後１時から開催しますので、議場に

お集まり願います。 

皆さん、大変御苦労さまでした。 

 

散会 午前１１時３５分   
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